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京都市南区吉祥院中島町２９番地

株 式 会 社 ワ コ ー ル

代表取締役社長 伊東 知康

貸 借 対 照 表

［２０１８年３月３１日現在］

（単位：百万円）

資産の部 負債の部

科目   金額 科目   金額

流 動 資 産          ５０，４３７ 流 動 負 債          ２０，６５１

  現 金 及 び 預 金             １，２１４   支 払 手 形 ３２

  受 取 手 形             ２   電 子 記 録 債 務 ４３９

  電 子 記 録 債 権 １，４６５   買 掛 金             ７，７４６

  売 掛 金             １２，２１３   短 期 借 入 金 ４８８

  製 品 及 び 商 品             １８，６８８     未 払 金             ５，０９８

  原 材 料             ２２４   未 払 費 用             ４７５

  仕 掛 品             ４２１ 未 払 法 人 税 等             １，４９９

  有 償 支 給 材 料             ９５６   賞 与 引 当 金             ２，３２０

  短 期 貸 付 金             １１，８４２   役 員 賞 与 引 当 金 ２８

  繰 延 税 金 資 産             ２，１２４   返 品 調 整 引 当 金             １，４６０

  そ の 他             １，２９３ そ の 他             １，０６２

  貸 倒 引 当 金             △ ９ 固 定 負 債          １６，６０７

固 定 資 産          １０１，０５８   退 職 給 付 引 当 金 ２７２

有 形 固 定 資 産          ２，８８８     繰 延 税 金 負 債             １５，２７９

  建 物             １，２５８   資 産 除 去 債 務 ４１９

  構 築 物             １２ そ の 他             ６３５

  機 械 装 置             ２２ 負債合計 ３７，２５９

  車 両 運 搬 具             １３ 純資産の部

  工 具 、 器 具 及 び 備 品 ５３６ 株 主 資 本 ８２，８４２

  土 地 １，０１５ 資     本        金 ５，０００

    建 設 仮 勘 定             ２９ 資 本 剰 余 金 ６７，３３６

無 形 固 定 資 産          ４，２６２   資 本 準 備 金 ６７，３３６

  ソ フ ト ウ ェ ア             ４，２０５

  そ の 他             ５６ 利 益 剰 余 金 １０，５０５

投 資 そ の 他 の 資 産          ９３，９０６ そ の 他 利 益 剰 余 金 １０，５０５

  投 資 有 価 証 券             ６８，０３９   繰 越 利 益 剰 余 金 １０，５０５

関 係 会 社 株 式 １１，６６９

  関 係 会 社 出 資 金 ２０

  出 資 金 ７４

  長 期 貸 付 金             ５０４

  前 払 年 金 費 用 １０，２４７ 評価・換算差額等 ３１，３９３

  施 設 借 用 保 証 金 ２，６１７   その他有価証券評価差額金 ３１，３９３

  そ の 他             ８２５   

  貸 倒 引 当 金 △ ９３ 純資産合計 １１４，２３６

資産合計 １５１，４９５ 負債・純資産合計 １５１，４９５

記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

                     ２０１７年４月 １日から

                      ２０１８年３月３１日まで

（単位：百万円）

科               目 金          額

  売 上 高 １０６，５３４

  売 上 原 価 ４９，６００

売 上 総 利 益 ５６，９３４

販売費及び一般管理費 ５２，５９４

営 業 利 益 ４，３３９

営 業 外 収 益

受 取 利 息 １８

受 取 配 当 金 ４，１１３

ロ イ ヤ リ テ ィ １，２５２

債務保証損失引当金戻入益 １，６２９

そ の 他 営 業 外 収 益 ２６５ ７，２７９

営 業 外 費 用

支 払 利 息 ９

為 替 差 損 １４

そ の 他 営 業 外 費 用 ３５ ６０

経 常 利 益 １１，５５９

特 別 利 益

   株 式 報 酬 受 入 益 ２６

   投 資 有 価 証 券 売 却 益 ５３

   そ の 他 ０ ８０

特 別 損 失

   固 定 資 産 除 売 却 損 ８２

   そ の 他 １０ ９２

       税 引 前 当 期 純 利 益 １１，５４７

法 人 税 等

法人税、住民税及び事業税 ２，３９０

    法 人 税 等 調 整 額 △ １３６ ２，２５３

          当 期 純 利 益 ９，２９３

記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

２０１７年４月 １日から

２０１８年３月３１日まで

  （単位：百万円）

株主資本
評価・換算

差額等

純資産合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計

その他

有価証券

評価差額金資本準備金

その他利益

剰余金

繰越利益

剰余金

当期首残高 ５，０００ ６７，３３６ ８，７１１ ８１，０４８ ２５，１７０ １０６，２１９

事業年度中の変動額

  剰余金の配当 △７，５００ △７，５００ △７，５００

  当期純利益 ９，２９３ ９，２９３ ９，２９３

株主資本以外の

項目の当事業年度

変動額（純額）

６，２２２ ６，２２２

事業年度中の変動額

合計
－ － １，７９３ １，７９３ ６，２２２ ８，０１６

当期末残高 ５，０００ ６７，３３６ １０，５０５ ８２，８４２ ３１，３９３ １１４，２３６

記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準及び評価方法

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式は移動平均法による原価法により、その他有価証券のうち時価のあるものは期末決算日

の市場価格等に基づく時価法、また時価のないものは移動平均法による原価法により評価しております。なお、その

他有価証券の評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。

                                 

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

  先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）により評価して

   おります。

２．固定資産の減価償却方法

（１）有形固定資産の減価償却の方法

主として定率法によっております。ただし、直営店舗の建物並びに２０１６年４月１日以降に取得した建物附属設備

及び構築物については定額法によっております。

      主な耐用年数は以下のとおりであります。

          建物及び構築物      ２～２０年

          機械装置及び車両運搬具  ２～ ８年

          工具、器具及び備品    ２～２０年

（２）無形固定資産の減価償却の方法

定額法によっております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用可能期間（５年）によ

る定額法によっております。

３．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金   … 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお

ります。

（２）賞与引当金   … 従業員に支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

（３）役員賞与引当金 … 役員に支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

（４）返品調整引当金 … 売上高と戻り高の対応関係を明確にするため、過去の返品率等を勘案し、将来の返品に伴う

損失予想額を計上しております。

（５）債務保証損失引当金 … 債務保証に係る損失に備えるため、被保証会社の財政状態等を勘案し、損失負担見込額を計上

              しております。

（６）退職給付引当金 … 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき決算日において発生していると認められる額を計上しております。

              過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１２年）による

定額法により費用処理しております。数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１２年）による定額法により按分した額を、それぞ

れの発生の翌事業年度から費用処理しております。

              また、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度までの期間に帰属させる方

法については、給付算定式基準によっております。
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４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理・・・・・・税抜方式によっております。

（貸借対照表に関する注記）

１．有形固定資産の減価償却累計額        ６，７７４百万円

２．関係会社に対する金銭債権及び債務

短期金銭債権               １３，０４５百万円

長期金銭債権                  ４８８百万円

短期金銭債務              ２，４８０百万円

（損益計算書に関する注記）

関係会社との取引高

      売上高                  １，８４８百万円

仕入高                 ２５，１５６百万円

      原材料有償支給高            ８，１３６百万円

その他営業取引高            ４，６２４百万円

営業取引以外の取引高           ４，１９２百万円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

１．当事業年度の末日における発行済株式の数

  普通株式                １００，０００株

２．当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

    金銭での配当               ７，５００百万円

３．当事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

  ２０１８年６月２２日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案することを予定

しております。

①金銭での配当金総額           １０，５００百万円

   ②１株当たり配当金額            １０５，０００円

    ③基準日             ２０１８年３月３１日

    ④効力発生日           ２０１８年６月２５日

  なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。
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（税効果会計に関する注記）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

  繰 延 税 金 資 産

未 払 事 業 税 １７７百万円

返 品 調 整 引 当 金 ４２７百万円

在 庫 の 評 価 減 ５６０百万円

賞 与 引 当 金 ７１０百万円

貸倒引当金損金算入限度超過額 ３１百万円

有 価 証 券 評 価 減 １７２百万円

長 期 前 払 費 用 １７３百万円

資 産 除 去 債 務 １２８百万円

退 職 給 付 引 当 金 ８３百万円

そ の 他    ４３２百万円

繰 延 税 金 資 産 小 計       ２，８９８百万円

評 価 性 引 当 金 △２５８百万円

繰 延 税 金 資 産 合 計 ２，６３９百万円

繰 延 税 金 負 債

その他有価証券評価差額金    １３，３４１百万円

前 払 年 金 費 用        ２，３７５百万円

そ の 他       ７９百万円

繰 延 税 金 負 債 合 計 １５，７９５百万円

        

繰 延 税 金 負 債 の 純 額   １３，１５５百万円
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（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

（1） 金融商品に対する取組方針

  当社は、資金運用については一定の条件と制限を設けて投資適格範囲を定め、その投資適格範囲内で運用しております。

資金調達については、当社資金の有効活用により削減する方針であり、資金調達の必要が生じた場合には、銀行借入によ

り調達する方針です。デリバティブは、外貨建て取引における為替変動リスクや借入金の金利変動リスクおよび保有する

株式の株価変動リスクを回避するために利用する場合がありますが、投機的な取引は行いません。

（2） 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

  投資有価証券は、主に債券および株式で構成されております。市場価格の変動により当社の業績及び財政状態に悪影響

を与える可能性があり、定期的に公正価値の把握を実施しております。

売掛債権である受取手形、電子記録債権および売掛金の顧客信用リスクは、当社の管理規程に従ってリスク低減を図っ

ております。

（3） 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

  公正価値の見積りは、当該金融商品に関連した市場価格情報及びその契約内容を基礎として期末の一時点で算定された

ものであります。これらの見積りは実質的に当社が行っており、不確実性及び見積りに重要な影響を及ぼす当社の判断を

含んでおります。このため、想定している前提条件の変更により上記の見積り公正価値は重要な影響を受ける可能性があ

ります。

（4） 信用リスクの集中

当社の事業は、主として日本の小売業界における多数の取引先に対する婦人下着の販売によって構成されており、その

取引先には大手の百貨店、量販店及びその他の一般小売店等が含まれます。イオングループに対する売上実績を合計する

と、当社の売上高に対して、２０１８年３月期では、約１３.４％を占めます。なお、取引先１社で売上高の１０％以上

を構成する販売先はありません。

２．金融商品の時価等に関する事項

２０１８年３月３１日における貸借対照表価額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価

を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。（（注２）を参照ください。）

                                              （単位：百万円）

貸借対照表計上額（＊） 時価（＊） 差額

（１）    現金及び預金

（２）    受取手形

（３）    電子記録債権

（４）    売掛金

（５）    短期貸付金

（６）    投資有価証券

（７）    関係会社株式

（８）    長期貸付金

（９） 支払手形

（１０） 電子記録債務

（１１） 買掛金

（１２） 短期借入金

（１３） 未払金

（１４） 未払法人税等

１，２１４

２

１，４６５

１２，２１３

１１，８４２

６６，８６４

５３６

  ５０４

（３２）

（４３９）

（７，７４６）

（４８８）

（５，０９８）

    （１，４９９）  

１，２１４

２

１，４６５

１２，２１３

１１，８４２

６６，８６４

６，３７６

    ５０４

（３２）

（４３９）

（７，７４６）

（４８８）

（５，０９８）

    （１，４９９）

―

―

―

―

―

―

５，８４０

―

―

―

―

―

―

―

（＊）負債に計上されているものについては、（）で示しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

（１）現金及び預金、（２）受取手形、（３）電子記録債権、（４）売掛金、（５）短期貸付金

   これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

（６）投資有価証券

   株式の公正価値は、十分な取引量と頻度のある活発な市場における未調整の公表価格により評価しております。また債

券の公正価値については、金融機関等により評価された市場価格に基づく評価額を使用しております。
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（７）関係会社株式

   関係会社株式の時価は、十分な取引量と頻度のある活発な市場における未調整の公表価格により評価しております。ま

た、貸借対照表価額は、取得原価にて行っております。

（８）長期貸付金

   当期末においては、残高が少額のため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

（９）支払手形、（１０）電子記録債務、（１１）買掛金、（１２）短期借入金、（１３）未払金、（１４）未払法人税等

   これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

  投資有価証券への投資（貸借対照表計上額１，１７４百万円）、関係会社出資金（貸借対照表計上額２０百万円）、出資

金（貸借対照表計上額７４百万円）、関係会社株式（貸借対照表計上額１１，１３３百万円）、施設借用保証金（貸借対

照表計上額２，６１７百万円）については、公正価値を容易に算定することが出来ないため、取得原価で計上しており

ます。これらについては毎年あるいは、必要となる事象が生じた場合に、一時的でない評価損についての判定を行って

おります。

（関連当事者との取引に関する注記）

１．親会社等

属性 名称
議決権等の
被所有割合

(％)
関係内容

取引の
内容

取引金額
(百万円) 科目

期末残高
(百万円)

親会社
㈱ﾜｺｰﾙ

ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ

被所有

100

役員の兼任

経営指導

資金の貸付

（注）
417 短期貸付金 11,817

利息の受取

（注）
5 ―     ―

(注)資金の貸付・利息の受取については、市場金利を勘案して決定しております。

２．子会社及び関連会社等

属性 名称
議決権等の
被所有割合

(％)
関係内容

取引の
内容

取引金額
(百万円)

科目 期末残高
(百万円)

子会社 ㈱ｳﾝﾅﾅｸｰﾙ
所有
直接100

株式の保有
役員の派遣

債務の保証

（注）
―

債務保証損失

引当金
―

(注) ㈱ﾜｺｰﾙﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽからの借入金に対し、債務保証を行っていましたが、当事業年度において債務保証契約を解消したことに伴

い、債務保証損失引当金戻入益１，２０８百万円を計上しております。

３．兄弟会社等

属性 名称
議決権等の
被所有割合

(％)
関係内容

取引の
内容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

親会社の

子会社
ﾜｺｰﾙｻｰﾋﾞｽ㈱ なし

債務の決済業務の
委託

ﾌｧｸﾀﾘﾝｸﾞ

（注）

52,958 買掛金 3,935

13,800 未払金 678

（注）価格その他の取引条件は、当社の採算を考慮の上、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっております。



9

（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額         １，１４２，３６３円 ４銭

１株当たり当期純利益          ９２，９３７円 ７９銭

（重要な後発事象に関する注記）

   該当する事項はありません。


